学校法人会計基準改正に伴う注記事項記載の注意事項について
平成１８年４月
静岡県私立幼稚園振興協会事務局　作成
　時下ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、平成１７年５月に基本金の取崩要件緩和及び注記事項の充実を骨子とする学校法人会計基準の改正が施行され、平成１７年度の決算より適用されることとなっておりますが、注記事項の充実に関し、会員から相談のあった事項のうち、各法人でも共通して注意が必要だと思われるものを、Ｑ＆Ａ形式として下記にまとめましたので、参考までに情報提供させていただきます。
記
	１　Ｑ：当学校法人では有価証券（国債や地方債等の債券等）を保有していますが、今回の改正の注記事項の充実を受け、記載はどのようになるのでしょう？

	Ａ：有価証券については、注記事項に「評価方法」及び「時価」、「取得価格との差額」等を表すことになります。なお、有価証券が科目上「○○特定引当預金（資金）」となっている場合にも注記事項の対象となります。

	２　Ｑ：当学校法人では、静岡県私立幼稚園振興協会や市中銀行から借入を行っていますが、その連帯保証人を法人の役員が務めています。こうしたケースは注記に値するのでしょうか？

	Ａ：「関連当事者」の定義には、「役員及びその近親者（配偶者または２親等以内の親族）」が含まれていますので、「役員＝関連当事者」となります。また、「学校法人の借入の連帯保証人を役員が務めている」ことは、「法人」と「役員及びその近親者」の間に、「債務保証」という取引関係があることとなります。なお、ここでの「取引」は「有償、無償を問わない」とされています。これらを考慮した場合、注記事項の中に「関連当事者との取引」として注記するのが、対応策としては確実性が高いものと思われます。

	３　Ｑ：当学校法人では、駐車場として使用している土地を、法人の役員の父親（土地の名義も同様）から借りていますが、こうしたケースは注記に値するのでしょうか？

	Ａ：「役員の父親」は「近親者（配偶者または２親等以内の親族）」に該当しますので、このケースも上記の２の回答と同様、「法人」と「役員及びその近親者」の間に取引関係がありますので注記するのが、対応策としては確実性が高いものと思われます。なお、こうしたケースでも、「取引」は「有償、無償を問わない」こととなりますので、注意が必要です。


※上記は、各法人にも注意が必要だと思われる事項の質疑内容を要約し、例示したものです。注記事項の記載につきましては、監査法人や公認会計士に相談する等、御留意ください。
